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第 1章　計画の背景と概要
序論

1 計画策定の趣旨

2 計画の位置づけ

3 計画の概要

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目

令和

（2020）

２
年
度

令和

（2021）

３
年
度

令和
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４
年
度
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５
年
度

令和

（2024）

６
年
度

令和
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７
年
度

令和
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８
年
度

令和

（2027）

９
年
度

令和

（2028）

10
年
度

令和

（2029）

11
年
度

第五次総合計画（基本構想・基本計画）



第 1章　計画の背景と概要
序論

総合計画策定
委員会

総合計画審議会

町議会

アンケート

ワークショップ

パブリックコメント

町職員

学識経験者、
関係団体、公募住民

町議会議員

１６歳以上の住民
3,000 人

町立中学校の２年生

関係団体、公募住民

住民

住民・中学生を対象にアンケート調査
を行い、まちの魅力や課題、定住意向、
施策ニーズなどの把握に努めました。

庁内で、計画策定に関する調査研究、
素案の検討、調整などを行いました。

町長の諮問により、計画案の審議・
答申を行いました。

基本構想の審議及び議決を行いました。

まちの魅力や課題、将来の姿などに
ついて意見交換を行いました。

計画案を公表し、住民意見を募集し
ました。



第 2章　まちの現況と特性
序論

1 位置・立地 2 島本町のあゆみ

3 自然的条件



第 2章　まちの現況と特性
序論

4 社会的条件

(人)

空きスペース
写真？

105
（1.0％）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000
（人）

0

20

40

60

80

100
（％）



第 2章　まちの現況と特性
序論

島本町

大山崎町

京滋
バイパス
京滋
バイパス

高槻市

八幡市

枚方市

長岡京市
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向日市
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名神
高速
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第 2章　まちの現況と特性
序論

5 住民の意向

本町在住の 16歳以上の男女 3,000 人

平成 30年 8月10日～ 8月31日

1,615 人

53.8％

町立中学校の 2年生 258人

平成 30年 8月27日～ 8月31日

254人

98.4％

愛着を感じている
67.8%

愛着を感じていない
4.8%

以前は愛着があったが、
最近薄れてきた

7.6%

以前は愛着がなかったが、
最近愛着がわいてきた

8.4%

不明・無回答
3.7%

わからない
7.6%

好き
40.9%

不明・無回答
5.1%

わからない
9.8%

好きではない
2.0%

あまり好きではない
5.1%

まあまあ好き
37.0%

不明・無回答
3.7%

町内の別の場所に移りたい
5.9%

わからない
15.2%

町外に転出したい
4.5%

いったん町外に転出するかもしれないが、
また島本町に戻ってきたい

3.7%
今の場所に住み続けたい
66.9%

不明・無回答
3.5% 島本町に住み続けたい

18.5%

町外に住みたい
22.8%

わからない
31.9%

一時的に町外に住むかもしれないが、
また島本町に戻ってきたい
23.2%

現状程度の人口を維持すべき
49.0%

現状より増加させるよう努力すべき
11.0%

減少幅が小さくなるよう努力すべき
17.1%

減少は望ましくないが、やむをえない
13.6%

減少が望ましい
1.2%

不明・無回答
8.0%



第 2章　まちの現況と特性
序論

※上位 10項目のみ抜粋して掲載

47.7
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11.6
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29.2

28.6

0 20 40 60
(%)

にぎわいや活気のあるまち

交通利便性が高く
移動しやすいまち

健康づくりや医療の
充実したまち

子育てしやすいまち

高齢者や障害者が
暮らしやすい福祉のまち

景観や街並みが美しいまち

犯罪や交通事故の少ない
安全なまち

災害に強いまち

買い物など日常生活に
便利なまち

水や緑が豊かなまち

買い物など日常生活に
便利なまち

道路や公園などが
整備されたまち

交通利便性が高く
移動しやすいまち

スポーツがさかんなまち

環境にやさしいまち

街並みや景色が美しいまち

犯罪や交通事故の少ない
安全なまち

災害に強いまち

差別のない、人権が
尊重されるまち

水や緑が豊かなまち

(%)
0 20 40 60

44.1
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19.2 19.2 

18.8 18.8 

15.3 15.3 

自然環境の保全

防災対策の充実

介護・福祉サービスの充実

保育・子育て支援サービスの充実

地域医療の充実

交通環境の充実

防犯対策の充実

学校教育の充実

道路・公園・上下水道の整備

中心市街地の整備

0 20 40 60
（％）

※上位 10項目のみ抜粋して掲載

・町内の関係団体から推薦を受けた方…10名
・公募による住民の方…6名

第 1回：平成 30年 11月 11日
第 2回：平成 30年 11月 17日

●豊かな自然（水と緑など）
●田畑がある
●人が優しい
●人とのつながり（コミュニケーション）
●地域活動やボランティア活動がさかん
●個性的なお店がある
●交通の便がよい
●治安がよい

●自然が開発により失われていく懸念がある
●子育て環境（遊び場・施設など）
●空き家・空き店舗対策
●住民間の交流
●まちの魅力・資源を生かしきれていない
●道路・交通環境、町内の移動手段
●人口増への対応、マンションが増えている
●高齢化への対応

●自然環境の保全、今あるものを残していく
●自然を残すだけでなく、積極的に活用
●田畑の緑がひろがるまち
●都市農業ができるまち、地産地消の推進
●自然環境を生かした景観づくり
●自然と人が共存して生活する

●防災についてしっかり考えられたまち
●災害時に助け合えるまち
●治安がよいまち
●子ども・高齢者・障害者など、みんなが安心
して暮らせるまち

●子育て世代にやさしいまち
●のびのびと子育てができる環境・施設がある
●子どもたちが元気に遊び、学べるまち

●にぎわいと活気のあるまち
（商店街、観光など）（若い人達の積極的な参加が重要）

●住民同士のつながりがあり、助け合えるまち
●子育て世代も高齢者も住みやすいまち

●住民の思いを行政が実現していく
●住民意見が反映される風通しのよいまち
●住民の意見を言える場・仕組みがあること



第 3章　社会的潮流とまちづくりの課題
序論

1 人口減少社会への対応と地方創生 2 子どもの育ちと学びへの支援

3 安全・安心への意識の高まり



第 3章　社会的潮流とまちづくりの課題
序論

4 環境の保全、自然との調和

6 高度情報化の進展

5 人権と多様性を尊重し、共生・協働する社会



7 持続可能な行財政運営

第 3章　社会的潮流とまちづくりの課題
序論



第 1章　まちの将来像
基本構想

1 基本理念と将来像

2 将来人口
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推計１

推計２

※今後の住宅開発規模を 1,500 人程度（推計１）から 2,500 人程度（推計２）と想定 （数値は各年４月時点）



第 1章　まちの将来像
基本構想

3 土地利用と都市構造



第２章　まちづくりの基本方針
基本構想

思いやりとふれあいのまちづくり

自然と調和した快適なまちづくり

安全・安心なまちづくり

子どもたちを健やかに育むまちづくり

魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり

持続可能なまちづくり

支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり





基本計画の見方
基本計画

34

１－1 人権・平和・男女共同参画

35

第 1章　思いやりとふれあいのまちづくり
基本計画

審議会などにおける女性委員の比率 37.4% ↑（増加）

①人権・平和
施策の推進

●さまざまな人権課題についての正しい理解と認識を深め、住民
の人権意識を高めるため、家庭・地域・学校・職場など、あら
ゆる機会を通じて、人権啓発・人権教育を推進します。

●人権侵害に適切に対応し、差別解消などに取り組むため、関係
機関・団体と連携し、相談支援体制の充実を図るとともに、当
事者に配慮した支援に努めます。

●性的マイノリティの人々の人権擁護や、多様な性のあり方に
関する啓発を行います。

●平和の大切さ、戦争の悲惨さなどを伝える教育や啓発を行い
ます。

●人権文化センターでは、人権・平和・男女共同参画などに関する
啓発や支援、交流の拠点として、利用の促進と運営事業の充実
を図ります。

②男女共同参画
の推進

●住民・事業者・行政などが連携・協働し、男女が社会の対等
な構成員として、さまざまな分野に参画し、活躍できる社会の
形成を計画的に進めます。

●男女間のあらゆる暴力や人権侵害の防止に向け、啓発や教育、
相談、DV被害者への支援などの取組を進めます。

施策分野まちづくりの基本方針 施策の方向

関連する主な
個別計画等

参考指標

めざすまちの姿

現状と課題

関連する主な SDGs



施策体系
基本計画

まちづくりの基本方針 施策分野 施策の方向

第１章
思いやりと
ふれあいの
まちづくり

１－１　人権・平和・男女共同参画 ①人権・平和施策の推進
②男女共同参画の推進

１－２　参画・協働・情報共有

①参画・協働のまちづくりの推進
②地域コミュニティ・住民活動への支援
③広報・広聴の充実
④行政情報の公開・共有と個人情報保護

１－３　交流・多文化共生 ①交流活動の促進
②多文化共生の地域づくり

第２章
自然と調和した
快適なまちづくり

２－１　環境保全

①自然環境の保全・活用
②環境負荷の軽減
③環境学習・啓発の推進
④ごみの減量・安定処理
⑤環境衛生・美化の推進

２－２　都市計画・住環境
①計画的な土地利用の推進
②良好な住環境の形成
③景観形成・緑化の推進

２－３　都市基盤

①交通環境づくり
②計画的な道路整備と維持管理
③公園の整備・維持管理
④まちのバリアフリー化

２－４　上下水道

①安全でおいしい水の安定供給
②公共下水道事業の推進
③上下水道事業の健全経営
④計画的な施設の維持管理

第３章
安全・安心な
まちづくり

３－１　防災・危機管理

①危機管理体制の充実
②防災力の強化
③耐震化の推進
④土砂災害・風水害・浸水対策の推進

３－２　消防・救急
①火災予防の推進
②消防体制の強化
③救急救助体制の充実

３－３　交通安全・防犯・消費者保護
①交通安全対策の推進
②防犯対策の推進
③消費者保護の推進

まちづくりの基本方針 施策分野 施策の方向

第４章
支え合い、
生涯元気に暮らす
まちづくり

４－１　健康・医療

①健康づくりの推進
②保健サービスの推進
③医療体制の充実
④医療保険制度の安定運営

４－２　地域福祉

①地域の見守り、助け合い、支え合いの充実
②相談支援体制の強化
③生活困窮者への支援
④自殺予防対策の推進

４－３　高齢者福祉

①地域包括ケアシステムの強化
②介護予防の充実
③介護・福祉サービスの充実
④高齢者の社会参加・生きがいづくりの促進
⑤高齢者の権利擁護と安全確保

４－４　障害者福祉
①相談・療育支援体制の充実
②自立した地域生活への支援
③障害者の権利擁護と安全確保

４－５　生涯学習・スポーツ
①生涯学習・社会教育の推進
②読書活動・図書館サービスの推進
③スポーツ・レクリエーション活動の推進

第５章
子どもたちを
健やかに育む
まちづくり

５－１　子ども・子育て支援

①切れ目のない支援体制の整備
②母子保健の推進
③子育て支援の推進
④保育・幼児教育・学童保育の推進
⑤ひとり親家庭への支援
⑥子どもの権利擁護と安全確保
⑦子どもの居場所・遊び場の確保
⑧青少年の健全育成

５－２　学校教育
①教育環境の充実
②教育活動の充実
③家庭・地域との連携

第６章
魅力と活力、
にぎわいのある
まちづくり

６－１　産業・労働
①商工業の活性化
②都市農業・林業の振興
③雇用・労働環境の充実

６－２　歴史・文化

①歴史文化資料館の活用
②文化財の保護と調査研究
③歴史文化遺産を活用した地域づくり
④文化芸術活動の振興

６－３　観光・魅力発信 ①観光振興とにぎわいづくりの推進
②まちの魅力の創出・発信

第７章
持続可能な
まちづくり

７－１　行財政運営

①健全な行財政運営
②多様な主体との連携
③公共施設の適正管理
④情報化の推進
⑤人材育成と組織基盤の強化

施策体系



第 1章　思いやりとふれあいのまちづくり
基本計画

１－1 人権・平和・男女共同参画

審議会などにおける女性委員の比率 37.4% ↑（増加）

①人権・平和
施策の推進

●さまざまな人権課題についての正しい理解と認識を深め、住民
の人権意識を高めるため、家庭・地域・学校・職場など、あら
ゆる機会を通じて、人権啓発・人権教育を推進します。

●人権侵害に適切に対応し、差別解消などに取り組むため、関係
機関・団体と連携し、相談支援体制の充実を図るとともに、当
事者に配慮した支援に努めます。

●性的マイノリティの人々の人権擁護や、多様な性のあり方に
関する啓発を行います。

●平和の大切さ、戦争の悲惨さなどを伝える教育や啓発を行い
ます。

●人権文化センターでは、人権・平和・男女共同参画などに関する
啓発や支援、交流の拠点として、利用の促進と運営事業の充実
を図ります。

②男女共同参画
の推進

●住民・事業者・行政などが連携・協働し、男女が社会の対等
な構成員として、さまざまな分野に参画し、活躍できる社会の
形成を計画的に進めます。

●男女間のあらゆる暴力や人権侵害の防止に向け、啓発や教育、
相談、DV被害者への支援などの取組を進めます。



第 1章　思いやりとふれあいのまちづくり
基本計画

１－2 参画・協働・情報共有

自治会加入世帯数 8,381 世帯
（令和元年６月） ↑（増加）

町ホームページのアクセス件数
（トップページへの月平均アクセス数）

20,332 件
（平成30年度） ↑（増加）

①参画・協働の
まちづくりの
推進

④行政情報の
公開・共有と
個人情報保護

②地域コミュニ
ティ・住民活動
への支援

③広報・広聴の
充実



第 1章　思いやりとふれあいのまちづくり
基本計画

１－3 交流・多文化共生

外国の人と友達になったり、外国のことについて
もっと知ったりしてみたいと思う児童・生徒の割合

小学校　71.4％
中学校　69.9％ ↑（増加）

①交流活動の
促進

②多文化共生の
地域づくり



第 2章　自然と調和した快適なまちづくり
基本計画

2－1 環境保全

森林ボランティア登録者数 116人（平成31年４月） ↑（増加）
町内の二酸化炭素年間排出量 147千 t（平成28年度） ↓（減少）
住民１人１日当りのごみ排出量 656g/人（平成30年度） ↓（減少）

①自然環境の
保全・活用

●水無瀬川・淀川などの水辺環境を保全するとともに、本町の誇るべき
財産である地下水の水質や水量を維持し、将来にわたり安定して利用し
続けるための取組を推進します。

●森林・農地などのみどりを、所有者はもとより、ボランティアや事業者
など多様な主体により保全する取組を推進します。

●豊かな生物多様性を維持するため、生息環境の保全や、外来生物対策
など、生物多様性に配慮した取組を推進します。

●森林や河川などの豊かな自然環境を、散策やレクリエーション、環境
体験学習など、自然に親しみふれあう空間として活用します。

②環境負荷の
軽減

●公共施設における省エネルギー対策や再生可能エネルギーの活用など、
温室効果ガスの削減に寄与する取組を推進します。

●家庭でできる環境負荷軽減の取組を推奨し、住民への啓発に努めます。
●公害を防止するため、事業者の監視・指導を行います。

③環境学習・
啓発の推進

●保育所や幼稚園、小・中学校と連携した幼少期からの教育をはじめ、
森林や河川、農地などを生かした環境学習の充実を図り、環境意識の
高揚に努めます。

●環境学習に取り組むボランティア団体などを支援するとともに、指導
人材の育成に努めます。

●食品ロス問題やプラスチックごみ問題など、日常生活から地球環境全体
まで、さまざまな環境課題に向き合い、解決に向けた環境保全意識の
普及促進に努めます。

④ごみの減量・
安定処理

●限りある資源を有効活用するため、４Ｒのさらなる推進に取り組みます。
●ごみ分別のさらなる徹底により排出量を抑制し、資源化率の向上に
努めます。

●清掃工場の適切な維持管理を行うとともに、災害時における対応はもと
より、効率的かつ安定したごみ処理の実現のため、広域連携による
処理体制の実現に向けた取組を推進します。

⑤環境衛生・
美化の推進

●し尿処理については、適正に収集を行うとともに、高槻市との広域連携
による処理体制を継続します。

●下水道未整備区域については、合併処理浄化槽設置の普及促進などに
取り組み、公共用水域の水質保全に努めます。

●不法投棄を未然に防止するため、啓発・監視に努めます。
●住民の自主清掃活動の支援など、町内の美化活動を促進します。
●住民の生活環境の保持及び動物愛護意識の高揚のため、ペット飼育の
マナー向上に向けた取組や所有者不明猫対策などを進めます。



第 2章　自然と調和した快適なまちづくり
基本計画

①計画的な
土地利用
の推進

●総合的かつ計画的な都市空間の形成を推進するとともに、立
地適正化計画の策定や建築物の高さ制限の見直しなどに向け
た取組を進めます。

● JR島本駅西地区においては、土地区画整理事業により、まち
の玄関口にふさわしい良好な市街地が形成されるよう、まち
づくりを推進します。

●都市農地の多面的な機能を発揮させるため、生産緑地地区の
指定を促進し、良好な都市環境の形成に努めます。

②良好な住環境
の形成

●開発指導を通じて、周辺と調和した良好な住環境の形成を誘導
します。

●町営住宅の適切な管理と長寿命化に努めるとともに、指定管理
者制度の導入など、管理事務の効率化を検討します。

●所有者などによる空き家の適正な管理を促進するため、関係
機関との連携体制を強化した上で、利活用施策も含めた必要な
支援を行うとともに、所有者への指導などにより周辺の生活
環境の保全を図ります。

③景観形成・
緑化の推進

●良好な景観誘導を図るとともに、景観行政団体への移行と景観
計画・景観条例の策定に向けた取組を進めます。

●公園や街路樹など、公共空間の緑化を推進します。

生産緑地地区の指定面積 約 1.83ha ↑（増加）

●都市計画マスタープラン
●町営住宅長寿命化計画

●空家等対策計画
●公共施設総合管理計画

2－２ 都市計画・住環境



第 2章　自然と調和した快適なまちづくり
基本計画

①交通環境
づくり

●高齢者や障害者などの外出支援や移動手段の確保に努めます。
●関係機関と連携し、駅前周辺の違法駐車や渋滞緩和の対策など
により、交通利便性の向上に努めます。

②計画的な
道路整備と
維持管理

●道路、橋りょうの適切な維持管理を行うとともに、歩行者や
自転車利用者に配慮した計画的な道路整備を推進します。

●国道、府道の整備について、さらなる安全対策強化に向け関係
機関と連携を図ります。

③公園の整備・
維持管理

●計画的に公園の整備・改修を進め、利用ニーズや地域特性を
踏まえた遊具の設置など、機能の充実を図ります。

●遊具の定期点検や長寿命化など、公園の効率的な維持管理を
行います。

④まちの
バリアフリー化

●誰もが安全・快適に移動し、生活できるよう、公共施設や住宅
などのバリアフリー化を進め、福祉のまちづくりを推進します。

公園面積 12.1ha ↑（増加）

橋りょうの補修・補強の進捗率 29.2％ ↑（100%）

●都市計画マスタープラン　　●バリアフリー基本構想　　●橋梁長寿命化修繕計画
●公共施設総合管理計画

2－３ 都市基盤



第 2章　自然と調和した快適なまちづくり
基本計画

公共下水道の人口普及率 95.7% ↑（増加）

①安全でおいしい
水の安定供給

●安全でおいしい水道水を安定して供給するため、地下水位・水
質などの継続監視を行い、自己水源の安定確保を図るととも
に、渇水や災害時などに備え、複数水源の確保に努めます。

②公共下水道事業
の推進

●生活環境の改善や公共用水域の水質保全に資するため、公共下
水道の未普及地区の早期解消に努めます。

●雨水整備では、「公共下水道五反田雨水幹線」の整備に引き続き、
水路の改修や整備計画を具体化し、さらなる雨水排水能力の向
上に努めます。

③上下水道事業
の健全経営

●中長期の視点をもった経営戦略・財政見通しに基づき、健全で
安定した水道事業・下水道事業の経営を行います。

④計画的な施設
の維持管理

●水道管路の更新・耐震化など、水道施設・設備の計画的な維
持管理と防災・減災対策に努めます。

●老朽化が進んでいる下水道施設の計画的な改修・更新など、適
切な維持管理に努めます。

水道管路の耐震適合化率 28.5% ↑（増加）

●地域水道ビジョン
●公共下水道事業計画
●公共施設総合管理計画

●水道管路更新等計画　
●公共下水道事業財政健全化計画

●水道事業財政計画

2－４ 上下水道



第 3章　安全・安心なまちづくり
基本計画

3－1 防災・危機管理

自主防災組織の加入率 46.4％ ↑（増加）

各団体・事業者との防災協定締結数 44 件 ↑（増加）

町有建築物の耐震化率 82.1％ ↑（100％）

（平成31年４月）

（平成30年度末）

（平成31年４月）

②防災力の強化
　（つづき）

● 自主防災組織の育成やボランティアとの連携など、住民主体
の防災活動を支援し、地域の防災力の向上を図ります。

● 自主防災会・自治会・民生委員児童委員・社会福祉協議会など
の地域の支援機関と連携し、災害時には避難行動要支援者などへ
の声かけや安否確認、誘導などを行う体制を整えます。

● 多種多様な訓練に取り組み、各地で起こる災害で得られた教訓
を生かすよう努めます。

● 地域ごとの対象災害に適合した避難所の拡充及び環境整備と
ともに、高齢者や障害者、女性、外国人などに配慮した避難
所運営に努めます。

● 関係機関や事業者などとの協定を締結し、災害時に不足する
人手や物資の確保に努めます。

①危機管理体制
の充実

●災害をはじめ、テロ、事故、感染症などに適切に対応するため、
庁内組織体制の整備、関係機関との連携強化、計画やマニュアル
の整備を図り、総合的な危機管理体制の充実を図ります。

②防災力の強化

●広報、ハザードマップ、講座などを通じて、災害に備えるための
わかりやすい情報提供や啓発を行い、防災意識の高揚を図ります。

●防災行政無線、ホームページ、メール、ＳＮＳ、広報車など、多様
な手法で災害情報を発信し、早期避難を実現できるよう努めます。

④土砂災害・
風水害・浸水
対策の推進

●土砂災害の警戒情報を正確に伝達し、避難できるよう、関係機関
と連携するとともに、保安林指定区域の拡大など、土砂災害防止
対策を推進します。

●関係機関などと連携し、森林の風倒木被害など、災害による
被害の復旧に努めます。

●雨水幹線の整備をはじめ、水路の改修などを行うとともに、過去
の浸水被害箇所への対策を進めます。また、河川の適切な維持
管理がなされるよう、国や大阪府と連携を図ります。

③耐震化の推進

● 未耐震の公共施設の耐震化を計画的に推進します。
● 災害対策の拠点施設である役場庁舎の耐震化を図るため、建替え
に向けた取組を進めます。

● 耐震補助制度により、民間住宅の耐震化を促進します。



第 3章　安全・安心なまちづくり
基本計画

①火災予防の
推進

●事業所や施設への査察や指導などにより、防火管理体制の充実
を図ります。

●住民への火災予防啓発、地域における訓練・講習会の開催支援
などにより、防火意識の高揚に努めます。

②消防体制の
強化

●火災などの災害から住民を守るため、消防施設・資機材の整備
に努めるとともに、消防本部と消防団、自衛消防隊が連携を密
にし、消防体制の充実を図ります。

●大阪府や近隣自治体と広域化に向けた検討を進め、連携の強化
に努めます。

③救急救助体制
の充実

●救急救命士の育成や機器の整備など、高度救急救命体制の充実
を図ります。

●住民を対象とした普通救命講習を開催し、自動体外式除細動器
（AED）の使用をはじめとする応急救命処置の普及啓発を図り
ます。

●救急安心センターの活用及び救急車の適正利用について、積極
的な啓発に努めます。

火災発生件数 ４件 ↓（ゼロをめざす）

普通救命講習の年間受講者数 296人 ↑（増加）

（平成30年）

（平成30年度）

3－２ 消防・救急



第 3章　安全・安心なまちづくり
基本計画

①交通安全対策
の推進

●「通学路交通安全プログラム」をはじめ、関係機関との連携に
より、危険箇所の把握と共有に努め、道路環境に配慮した交通
安全施設の整備を進めます。

●警察との連携による交通安全教室や運転者講習を実施する
など、交通ルールやマナーの周知及び交通安全意識の高揚を
図ります。

●関係機関と協力し、取締りの強化の要請や撤去などにより、
迷惑駐車や放置自転車の解消に努めます。

②防犯対策の
推進

●高槻警察署や防犯委員会と連携し、防犯教室の開催など、住民
の防犯意識の高揚に努めるとともに、防災行政無線やメール
配信サービスなどを活用し、防犯に関する情報提供を行います。

●地域の安全ボランティアなどと連携し、通学時の見守りなどの
防犯活動に取り組みます。

●防犯灯の適切な管理・更新、防犯カメラの増設など、犯罪が
起こりにくい環境を整備し、街頭犯罪の抑止に努めます。

③消費者保護の
推進

●複雑化・巧妙化する消費者被害を防止するため、消費生活相談
の充実を図るとともに、広報媒体や講座などを通じて、消費
者問題の啓発や情報提供に努めます。

交通事故の発生件数 41 件 ↓（減少）

刑法犯罪の発生件数 119 件 ↓（減少）

3－３ 交通安全・防犯・消費者保護



第 4章　支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり
基本計画

●健康づくり事業・食育の取組における基本方針
●国民健康保険特定健康診査等実施計画
●新型インフルエンザ等対策行動計画
●国民健康保険データヘルス計画

①健康づくりの
推進

●生活習慣の改善や、健康の保持・増進など、住民が主体となった健康
づくり活動を支援します。

●健康と密接な関係にある食の重要性について啓発し、住民の食育への理
解を深めるとともに、関係機関が連携し、ライフステージに応じた食育
を推進します。

②保健サービス
の推進

●生活習慣病の早期発見に有効な特定健診やがん検診など、健（検）診を受
診しやすい体制整備を図り、受診率の向上に努めます。

●健康に対する正しい知識の普及・啓発を図るとともに、相談体制の充実
を図ります。

●健診結果を活用した適切な保健指導を行います。

③医療体制の
充実

●住民が必要なときに適切な医療を受けられるよう、保健所や医療機関など
と連携しながら、医療体制の整備・充実を図るとともに、救急医療体制の
確保、在宅医療推進のための環境づくりなど地域の医療体制の充実を図り
ます。

●感染症や食中毒などを予防するために、適切な情報提供・啓発に努めると
ともに、感染症などの発生・流行に備えた体制整備に努め、対策の充実を
図ります。

●利用者の負担軽減を図るため、子ども、ひとり親家庭、障害者に対する各
種医療費助成制度を実施します。

④医療保険制度
の安定運営

●国民健康保険制度などの周知、相談の充実、保険料の収納率向上などに努
め、安定した運営を図ります。

●被保険者を対象とした各種保健事業を推進し、健康の増進と医療費の適正
化を図ります。

男性 80.61 歳
女性 84.56 歳
（平成28年度）

↑（増加）健康寿命

特定健診の受診率 37.4%
（平成29年度） ↑（増加）

4－1 健康・医療



第 4章　支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり
基本計画

●地域福祉計画／自殺対策計画

①地域の見守り、
助け合い、支え
合いの充実

●小地域ネットワークを中心として、地域の関係機関・団体の連携
と課題共有を図り、見守りや支え合いの地域活動を促進します。

●社会福祉協議会ボランティアセンターとの連携を強化するととも
に、地区福祉委員やボランティアなど地域福祉の担い手の確保・
育成に努めます。

②相談支援体制
の強化

●民生委員児童委員、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）、
地区福祉委員などと連携を図り、住民が身近な地域で気軽に相談
できる体制を整備します。

●専門的な相談に対応する窓口の整備・充実と周知、連携強化を図る
とともに、さまざまな制度・サービスなどの情報提供を行います。

③生活困窮者
への支援

●関係機関・団体と連携し、さまざまな事情により経済的に困窮
している人の早期把握・早期対応に努め、自立や生活再建に向けた
包括的な支援を行います。

●生活保護制度の趣旨に基づき、相談支援体制の充実を図り、就労
などの自立支援を行いながら、適正な保護を実施します。

④自殺予防対策
の推進

●地域のネットワークの強化、自殺対策を支える人材の育成、住民へ
の啓発と周知の充実、生きることを促す支援の充実など、自殺者
の減少に向けた取組を推進します。

コミュニティソーシャルワーカーの活動件数 528 件 ↑（増加）

生活困窮者への自立支援による就労者数 9人 ↑（増加）

4－２ 地域福祉



第 4章　支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり
基本計画

●保健福祉計画／介護保険事業計画

①地域包括
ケアシステム
の強化

●地域包括ケアの中核機関である地域包括支援センターの機能強化に努
め、高齢者や家族への総合的な支援の充実を図ります。

●医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを続けることができるよう、在宅医療の充実や医療と
介護の連携強化を図ります。

●地域におけるひとり暮らし高齢者や認知症高齢者などの見守り体制を強
化するとともに、認知症の早期診断・早期対応のため「認知症初期集
中支援チーム」による支援など、認知症施策の充実を図ります。

②介護予防の
充実

●町内全域で実施している「いきいき百歳体操」及び「かみかみ百歳体操」
を中心として、地域における住民主体の介護予防活動の充実を図ります。

●住み慣れた地域で、自立した日常生活を営めるよう、「介護予防・生
活支援サービス事業」の充実に努めます。

③介護・福祉
サービスの
充実

●高齢者の日常生活を支える在宅サービス、地域密着型サービス、施設
サービスの利用の動向やニーズを把握し、適切なサービスの確保に取
り組みます。

●介護サービスの適正・円滑な運営を図ります。

●一人ひとりの高齢者の状況に応じ、制度を周知するとともに、必要な支援
を的確に把握し、サービス利用が適切に実施されるよう取り組みます。

④高齢者の社会
参加・生きがい
づくりの促進

●高齢者が社会参加や生きがいづくり活動を通じて、健康を維持し、地
域コミュニティなどで活躍できるよう、年長者クラブ活動やボランティ
ア活動を支援します。

⑤高齢者の
権利擁護と
安全確保

●成年後見制度の利用促進や虐待防止への取組など、高齢者の財産や権
利を守り、安全を確保するための体制整備に努めます。

高齢者のうち、要支援・要介護認定を受けて
いる人の割合（総合事業対象者を含む） 65 歳以上　17.0% ↓（減少）

いきいき百歳体操の参加率 65 歳以上   7.5%
75 歳以上　10.5% ↑（増加）

4－３ 高齢者福祉

いきいき百歳体操



第 4章　支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり
基本計画

●障害者計画　　●障害福祉計画／障害児福祉計画

①相談・療育
支援体制の
充実

●障害者地域生活支援拠点施設を中心として、町と関係機関・事
業所などが連携し、さまざまな障害や年齢層に対応した総合的
な相談支援を行います。

●発達に課題のある児童や障害のある児童に対し、専門的な療育
の機会を提供するとともに、保健・福祉・子育て・教育などの各
分野の連携を強化し、成長に合わせた切れ目のない支援体制の
構築に努めます。

②自立した
地域生活
への支援

●ニーズや障害特性に応じた福祉サービスの確保と支援の充実を図
り、地域全体で障害者の地域生活を支える体制づくりを進めます。

●グループホームなどの住まいの場と、通所サービスなどの日中活
動の場の確保と充実に努めます。

●就労や定着のための支援、工賃の向上、福祉事業所からの優先調
達などに取り組み、働く場の確保と就労環境の充実に努めます。

●外出や意思疎通を支援するとともに、スポーツなどの当事者活動
を支援し、社会参加を促進します。

③障害者の
権利擁護と
安全確保

●障害や障害のある人への理解を深めるための啓発・教育を行うと
ともに、差別の解消に向けた取組を推進します。

●成年後見制度の利用促進や虐待防止の取組など、障害者の財産
や権利を守り、安全を確保するための体制整備に努めます。

児童発達支援事業の利用児童数 43 人 ↑（増加）

福祉施設から一般就労への移行者数 7人 ↑（増加）

4－４ 障害者福祉



第 4章　支え合い、生涯元気に暮らすまちづくり
基本計画

●教育・保育重点目標及び関係機関に対する指示事項
●子ども読書活動推進のための方針

①生涯学習・
社会教育の
推進

●社会教育関係団体に対し、技術的な指導や助言を行い、社会
教育に関する活動やイベントの支援に努めます。

●生涯学習の機会の提供に努めるとともに、住民の自主的な活動
を支援します。

②読書活動・
図書館サービス
の推進

●年齢や障害の有無などにかかわらず、すべての人が図書館を
利用しやすいよう、読書環境の向上及び資料の充実、イベント
の開催を図ります。

●限られた図書資源を有効に活用するために、町立図書館、保育所、
幼稚園、小・中学校など関係機関のネットワークを構築し、
図書の貸借をはじめとする連携や協力、情報交換などの取組を
進め、読書環境の充実を図ります。

●子どもの読書活動を支援する人材の育成を図ります。

③スポーツ・
レクリエーション
活動の推進

●スポーツ活動の機会の提供に努めるとともに、住民が主体的に
運営・企画するイベントや団体活動を支援します。

●健康保持や体力づくりのための啓発・情報提供に努めます。

町立図書館の年間来館者数 121,400 人 ↑（増加）

4－５ 生涯学習・スポーツ



第 5章　子どもたちを健やかに育むまちづくり
基本計画

5－1 子ども・子育て支援

①切れ目のない
支援体制の
整備

●「子育て世代包括支援センター」を設置し、妊娠期から子育て
期にわたり、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、保健・
医療・福祉・教育などの関係機関による切れ目のない支援を
行います。

②母子保健の
推進

●安全・安心な妊娠と出産を支援するため、妊婦健康診査の費用
助成、両親教室、こんにちは赤ちゃん訪問などを実施します。

●乳幼児健診、育児・栄養相談、訪問による支援などの充実を
図ります。

③子育て支援の
推進

●在宅子育て家庭を対象として、保育所・幼稚園・地域子育て
支援センター・つどいの広場などの子育て支援拠点を中心に、
園庭開放や教室・講座などを開催します。

●子育て支援拠点を中心に、子育てサークルやボランティアの
活動を支援し、保護者同士の交流や情報交換を促進します。

●子育ての悩みや不安の解消を図るため、各機関で実施する子育て
相談窓口の充実と周知、連携強化を図るとともに、子育て・保育
に関するさまざまな制度・サービスなどの情報提供を行います。

④保育・幼児教育・
学童保育の
推進

●待機児童の早期解消をめざし、計画的に保育施設の整備を進め
ます。

●町立保育所と民間保育園・認定こども園・小規模保育事業所の
連携を図り、質の高いサービスの確保に努めるとともに、一時
保育、支援保育、病児・病後児保育など、さまざまなニーズに
対応した多様な保育サービスを提供します。

●幼稚園利用希望者のニーズに対応した、特色ある教育づくりを
進めます。

●学童保育のニーズを踏まえ、保育室の確保を図るとともに、
保育を担う指導員の資質向上に努め、安定した保育サービスを
提供します。

●保育士をはじめ、子育て支援を担う人材の確保に取り組みます。



第 5章　子どもたちを健やかに育むまちづくり
基本計画

保育所の待機児童数 107 人 ↓（ゼロをめざす）

学童保育の待機児童数 ０人 →（ゼロを維持）

⑤ひとり親家庭
への支援

●母子・父子自立支援員を中心に、関係機関が連携し、ひとり親
家庭が抱える問題について、早期からの的確な相談支援を実施
します。

●ハローワークなど関係機関と連携した就労支援をはじめ、子育
て支援や技能習得など、各種支援制度へのつなぎと情報提供に
努めます。

⑥子どもの
権利擁護と
安全確保

●児童虐待の防止と早期発見に努め、迅速かつ適切に対応するため、
関係機関との連携を強化し、啓発や相談支援の充実を図ります。

●地域住民や関係団体・ボランティアなどと協働して、パトロール
や見守り活動、不審者情報の共有、危険箇所の把握など、
子どもを犯罪や事故、災害などから守る取組を推進します。

●子どもの貧困対策について、関係機関との連携を強化し、支援
が必要なケースの早期発見に努め、支援を行います。

⑦子どもの
居場所・遊び場
の確保

●地域住民や関係団体などと連携し、放課後や休日に子どもが
参加できる交流・体験活動、学習支援などの機会の充実に努め
ます。

●公園・学校施設・公共施設などの既存資源を有効活用し、
放課後や休日に過ごす場の充実に努めます。また、地域のニーズ
を考慮し、公園の施設・機能の充実を図ります。

●子どもの居場所づくりの一環として、子ども食堂の開設や運営
を支援します。

⑧青少年の
健全育成

●社会情勢に基づく青少年に関する実態や課題について、調査・
研究し、効果的な青少年の健全育成について、関係団体と連携
協力しながら検討・実施します。



第 5章　子どもたちを健やかに育むまちづくり
基本計画

５-２ 学校教育

①教育環境の
充実

②教育活動の
充実

●保育所・幼稚園・小学校の繋がりを意識してスタートカリキュラムを
実施し、「遊び」から「学び」への円滑な接続を図ります。

●学力の向上・充実に向け、小中一貫教育の取組を進め、教員の資質
向上と授業改善に取り組みます。また、特色ある教育として英語教育の
充実に努めます。

●すべての児童・生徒が安心して学べるよう、教育相談体制の充実と相談
窓口の周知を図るとともに、いじめや不登校に対する対応に取り組みます。

●障害のある児童・生徒や特別な配慮を必要とする児童・生徒、また、
外国籍の児童・生徒や日本語指導を必要とする児童・生徒が、より
良い学校生活を送ることができるように、個々のニーズに応じた丁寧な
指導ができる体制を構築します。

●給食、食育を通して児童・生徒の豊かな心と健やかな体を育みます。また、
生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力を育成するため、
幼児期から小・中学校を通して、運動の機会を確保し、体を動かすことが
楽しくなるような指導を取り入れ体力向上を図る取組を推進します。

●今後の児童・生徒数の推移を踏まえ、必要な教室の確保を図るとともに、
学校施設の適切な維持管理を行い、安全・安心な学習環境を整えます。

●情報機器やデジタル教材などを活用し、学習活動の充実を図るため、
ＩＣＴ環境の整備を進めます。

●信頼される教職員を育成するための研修の充実を図るとともに、働き方
改革を推進し、教職員が授業や準備に集中できる環境づくりを進めます。

●教職員をはじめ、学校教育を担う人材の確保に取り組み、教育環境の
充実に努めます。

③家庭・地域
との連携

●児童・生徒の「自学自習力」を高めるため、放課後学習支援の取組を
推進します。

●社会に開かれた教育課程を実現するため、地域の力を学校運営に
生かす「地域とともにある学校づくり」を推進します。

実用英語検定３級相当以上の英語力
をもつ中学３年生の割合

71.5％ →（維持）

家で自分で計画を立てて勉強してい
る児童・生徒の割合

学力調査の平均正答率が全国平均を
上回る教科の割合

→（維持）小学校　100％
中学校　100％

↑（増加）小学校　67.4％
中学校　46.6％



第 6章　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり
基本計画

●まち・ひと・しごと創生総合戦略　　●森林整備計画

①商工業の
活性化

③雇用・労働環境
の充実

●商工会や企業などと連携し、地元での購買促進や空き店舗の活用など、
商店街をはじめとする商工業の活性化に向けた取組を支援します。

●商工会などと連携し、セミナーの開催や融資などにより、創業者を
はじめとする事業者を支援するとともに、本町の特性に適した企業
立地を促進します。

②都市農業・林業
の振興

●多様な担い手による営農環境の整備や、生産緑地地区の指定など、
都市農業の振興を図ります。

●朝市などにより生産者と消費者の交流を促進し、地元農産物の地産
地消を図るとともに、ファミリー農園などによる農とふれあう機会の
提供など、遊休農地を活用する取組を進めます。

●水路など農業用施設の適切な維持管理に努めるとともに、有害鳥獣
被害防止対策を推進します。

●所有者や大阪府、企業、ボランティアとの連携により、森林の保全
整備を進めるとともに、所有者の把握や、林産物のＰＲと有効活用
に努めます。

●高齢者や障害者、ひとり親家庭などの就労支援の充実を図るため、
ハローワークやシルバー人材センターなどの関係機関とのさらなる
連携を図ります。

●関係機関との連携により、ワークライフバランスの推進やハラスメント
防止など、働きやすい環境づくりのための啓発や、技能・知識習得の
ための支援などを行います。

商店街の空き店舗数 16 店舗 ↓（減少）
ファミリー農園の利用区画数 393 区画 ↑（増加）

町内の事業所数・従業者数 616 事業所
7,052 人

（令和元年11月）

↑（増加）

（令和元年11月）

（平成28年）

6－1 産業・労働



第 6章　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり
基本計画

●教育・保育重点目標及び関係機関に対する指示事項

歴史文化資料館の利用者数 ↑（増加）

町文化財の指定件数 ↑（増加）

①歴史文化資料館
の活用

③歴史文化遺産
を活用した
地域づくり

●歴史文化の情報発信拠点として、また、住民の交流の場として、
有効活用を図ります。

●常設展の入れ替えや企画展の開催など、展示内容の充実に努めます。

②文化財の保護
と調査研究

●埋蔵文化財調査をはじめ、地域の民俗資料や古文書の調査を
行います。

●大学などの研究機関に協力を求め、資料研究の充実を図ります。

●町内の重要な歴史遺産を調査し、文化財指定などを進め、文化
財の保存・活用・保護に努めていきます。

●地域文化を調査し、本町の「ふるさと再発見」を行っていきます。

●郷土の歴史や文化財、伝統行事などの紹介や案内に努めます。

●子どもたちが地域の歴史や文化を学び、歴史文化遺産に親しむ
環境づくりを進め、ふるさと島本を大切に思う心を育てます。

●歴史文化遺産をまちづくりのための資源として活用します。

④文化芸術活動
の振興

●文化芸術活動や地域文化の振興を図るため、住民の自主的な
活動を基本としながら、団体・サークルの育成や活動の支援に
努めます。

（平成 30 年度）10,891 人

（令和元年度末）7 件

6－2 歴史・文化

歴史文化資料館（国登録有形文化財） 史跡桜井駅跡（国指定史跡）

関大明神社本殿（府指定文化財）

若山神社 絵馬（町指定文化財）

水無瀬駒（町指定文化財）

須恵器 大甕（町指定文化財） 後鳥羽天皇像（国宝・複製）



第 6章　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり
基本計画

第6章　魅力と活力、にぎわいのあるまちづくり

●まち・ひと・しごと創生総合戦略

新聞掲載件数 38 件 ↑（増加）

①観光振興と
にぎわいづくり
の推進

●近隣自治体との広域的な連携とともに、住民団体や事業者など
との協働により、観光振興に努めます。

●本町の自然、歴史文化、産業、イベントなどを観光資源として
活用し、観光による集客を産業や地域の活性化につなげるため
の方策を検討します。

●イベントなどのにぎわいづくりに取り組む団体や事業者を支援し
ます。

②まちの魅力の
創出・発信

●商店・企業・住民団体などと連携し、地域資源を生かした名産
品の開発支援など、地域ブランドの育成を図るとともに、新た
な魅力の発掘・創出にも取り組みます。

●さまざまな媒体を活用し、本町の魅力やまちづくりの取組を積
極的に情報発信します。また、スポーツや文化など各分野で活
躍する住民や町出身者などを顕彰し、応援する取組を進めます。

6－３ 観光・魅力発信



第 7章　持続可能なまちづくり
基本計画

7－1 行財政運営

①健全な
行財政運営

●限られた財源と人材を有効活用し、持続的にサービスを提供するため、優先
度、必要性、費用対効果などを踏まえて事務事業を精査し、見直しと効率化、
経費削減を進め、時代や住民ニーズに応じた事業への集中・転換を図ります。

●積極的な財源確保と効率的な財源配分に取り組み、収支の均衡を図り
ながら計画的な財政運営に努めることにより、財政の健全化を推進します。

●財政状況や今後の見通しについて、わかりやすく公表します。

②多様な主体
との連携

●本町が抱える課題の解決や新たな行政需要への対応、住民サービスの向上や
効率化をめざし、さまざまな行政分野において、近隣自治体との広域連携を
推進します。また、圏域単位の行政や市町村合併など、将来にわたって行政
水準を維持するための手法について、情報収集や情報提供に努めます。

●企業・大学・公益法人・住民団体など、多様な主体と連携・協働した取組を進め、
地域や民間の人材、知識、技術などをまちづくりに活用します。

③公共施設の
適正管理

●老朽化の状況や維持更新費用、利用状況などを考慮しながら、施設の統廃合
や多機能・複合化、民間活力の活用や広域連携などによる施設保有量の圧縮
を図り、施設の適正配置を進めます。

●計画的で適切な維持管理による長寿命化、施設運営の効率化などを進め、
維持・更新費用の削減や平準化を図ります。

④情報化の推進

●マイナンバー制度やＩＣＴの活用などによる業務やサービスの電子化を進め、
住民の利便性の向上と業務の効率化を図ります。

●自治体クラウドなどのクラウド型システムを導入し、経費の削減、業務の効率
化、災害時の業務継続性の確保などを図ります。

●情報セキュリティ対策を推進します。

⑤人材育成と
組織基盤の
強化

●職員研修や人事評価制度などを活用して人材の育成に努め、接遇など職員対
応力の向上や経営感覚のさらなる醸成に取り組みます。また、任用形態など
にかかわらず、意欲をもって働くことができる環境づくりに努めます。

●組織の生産性向上や働き方改革への対応に向け、業務の効率化、部局間の
連携などを進め、必要な人材を確保しながら職種などに応じた定員管理に
努めるとともに、必要に応じ組織の見直しを図り、簡素で機動力のある組
織体制を構築します。

経常収支比率 101.7% ↓（100%未満）
計画期間中における新たな連携事業数
（自治体、事業者など） ー ↑（増加）

（平成30年度）





資料編

１ 参考指標一覧

１　参考指標一覧

施策分野 指標 現状 めざす方向性 備考（現状値の時点等）
１－１

人権・平和・
男女共同参画

審議会などにおける女性委員の比率 37.4% ↑（増加） 平成31年 4月 1日時点（町
審議会等の女性委員の割合）

１－２
参画・協働・
情報共有

自治会加入世帯数 8,381 世帯 ↑（増加） 令和元年6月 1日時点

町ホームページのアクセス件数
（トップページへの月平均アクセス数） 20,332 件 ↑（増加） 平成30年度実績

１－３
交流・多文化共生

外国の人と友達になったり、外国の
ことについてもっと知ったりして
みたいと思う児童・生徒の割合

小学校　71.4％
中学校　69.9％ ↑（増加）

平成31年度全国学力・学習
状況調査（小学 6年・中学 3
年対象）

２－１
環境保全

森林ボランティア登録者数 116人 ↑（増加）
平成31年 4月時点（町内の
森林ボランティア団体の登録
者数）

町内の二酸化炭素年間排出量 147千 t ↓（減少）
平成28年度実績（環境省「部
門別CO2排出量の現況推計」
より）

住民 1人 1日当りのごみ排出量 656g/ 人 ↓（減少） 平成30年度実績

２－２
都市計画・住環境 生産緑地地区の指定面積 約 1.83ha ↑（増加） 平成31年 4月 1日時点

２－３
都市基盤

橋りょうの補修・補強の進捗率 29.2% ↑（100％） 平成30年度末時点（橋梁長寿
命化修繕計画に基づく進捗率）

公園面積 12.1ha ↑（増加） 平成30年度末時点（町管理
公園及び淀川河川公園の面積）

２－４
上下水道

水道管路の耐震適合化率 28.5% ↑（増加） 平成30年度末時点

公共下水道の人口普及率 95.7% ↑（増加） 平成30年度末時点

３－１
防災・危機管理

自主防災組織の加入率 46.4% ↑（増加） 平成31年 4月 1日時点

各団体・事業者との防災協定締結数 44件 ↑（増加） 平成30年度末時点

町有建築物の耐震化率 82.1% ↑（100％） 平成31年 4月 1日時点

３－２
消防・救急

火災発生件数 4件 ↓（0をめざす） 平成30年実績（1～ 12月）

普通救命講習の年間受講者数 296人 ↑（増加） 平成30年度実績

３－３
交通安全・防犯・
消費者保護

交通事故の発生件数 41件 ↓（減少） 平成30年実績（1～ 12月）

刑法犯罪の発生件数 119件 ↓（減少） 平成30年実績（1～ 12月）

施策分野 指標 現状 めざす方向性 備考（現状値の時点等）

4－１
健康・医療

健康寿命 男性　80.61 歳
女性　84.56 歳 ↑（増加）

平成 28年度 ( 大阪府健康医
療部保健医療室健康づくり課
「健康寿命算出方法の指針」
より )

特定健診の受診率 37.4% ↑（増加） 平成29年度実績（国民健康
保険加入者の受診割合）

4－２
地域福祉

コミュニティソーシャルワーカーの
活動件数 528件 ↑（増加） 平成30年度実績

生活困窮者への自立支援による就労
者数 9人 ↑ ( 増加 )

平成 30 年度実績 ( 生活保護
制度、生活困窮者自立支援事
業による就労支援の実績 )

4－３
高齢者福祉

高齢者のうち、要支援・要介護認定
を受けている人の割合（総合事業対
象者を含む）

65歳以上　
17.0% ↓ ( 減少 ) 平成 30年度実績

いきいき百歳体操の参加率 65歳以上　7.5%
75歳以上　10.5% ↑ ( 増加 ) 平成 30年度実績

4－4
障害者福祉

児童発達支援事業の利用児童数 43人 ↑ ( 増加 ) 平成 30年度実績

福祉施設から一般就労への移行者数 7人 ↑ ( 増加 ) 平成 30年度実績

4－5
生涯学習・スポーツ 町立図書館の年間来館者数 121,400 人 ↑ ( 増加 ) 平成 30年度実績

5－1
子ども・子育て支援

保育所の待機児童数 107人 ↓（0をめざす） 令和２年 3月 1日時点

学童保育の待機児童数 0 人 →（０を維持） 令和２年3月 1日時点

5－2
学校教育

学力調査の平均正答率が全国平均を
上回る教科の割合

小学校　100％
中学校　100％ →（維持）

平成31年度全国学力・学習
状況調査（小学 6年・中学 3
年対象）

実用英語検定３級相当以上の英語力
をもつ中学３年生の割合 71.5% →（維持） 令和元年度英語教育実施状況

調査

家で自分で計画を立てて勉強してい
る児童・生徒の割合

小学校　67.4％
中学校　46.6％ ↑（増加）

平成31年度全国学力・学習
状況調査（小学 6年・中学 3
年対象）

6－１
産業・労働

商店街の空き店舗数 16店舗 ↓（減少） 令和元年11月時点

ファミリー農園の利用区画数 393区画 ↑（増加） 令和元年11月時点

町内の事業所数・従業者数 616事業所
7,052 人 ↑（増加） 平成28年経済センサス

6－２
歴史・文化

歴史文化資料館の利用者数 10,891 人 ↑（増加） 平成30年度実績

町文化財の指定件数 7 件 ↑（増加） 令和元年度末時点

6－３
観光・魅力発信 新聞掲載件数 38件 ↑ ( 増加 )

平成 30年度実績（町の施策、
町内のイベント、自然・歴史・
産業などの地域資源について
の記事件数）

7－1
行財政運営

経常収支比率 101.7% ↓（100%未満） 平成30年度実績

計画期間中における新たな連携事業
数（自治体、事業者など） ー ↑（増加） 自治体、企業、大学等と新た

に連携した件数



資料編

２ 関連する主な個別計画等一覧

２　関連する主な個別計画等一覧

施策分野 計画等の名称 計画期間 計画の概要
１－１

人権・平和・男女共同参画
第2期島本町男女共同参画社会をめざす
計画・改定版（しまもとスマイルプラン）

平成24年度～
令和 3年度

男女共同参画、女性活躍、ＤＶ対策等の施策を
推進するための計画

２－１
環境保全

島本町環境基本計画 平成27年度～
令和 6年度

環境保全に関する中長期的な目標と施策の基本的
な方向を明らかにし、環境行政の推進を図る

島本町生物多様性保全・創出ガイドライン 令和元年度～ 生物多様性のあり方や配慮すべき事項について示す

島本町森林整備計画 令和 2年度～
令和 11年度

森林整備の基本的な考え方、区域、森林施業の方法、
路網整備の考え方などを示す

第四期島本町地球温暖化対策実行計画 平成29年度～
令和 3年度

町の事務・事業で排出される温室効果ガス量の
把握、削減、吸収作用の保全・強化を図る

第8期島本町分別収集計画 平成29年度～
令和 3年度

容器包装廃棄物を分別収集し、最終処分量の削減
を図るための方針を示す

島本町一般廃棄物処理基本計画 令和2年度～
令和 16年度

計画的かつ適正な廃棄物処理の推進を図るための
基本方針

２－２
都市計画・住環境

島本町都市計画マスタープラン 平成24年度～
令和 3年度

都市計画の基本方針として、都市の将来像を示し、
地域別の課題に応じた整備方針などを定める

島本町空家等対策計画 令和2年度～
令和 11年度

空家等対策を総合的かつ計画的に推進するための
基本指針

島本町営住宅長寿命化計画 平成25年度～
令和 4年度

町営住宅の修繕、改善、建替えなどの活用手法を
定め、長期的な維持管理を図る

島本町公共施設総合管理計画 平成28年度～
令和 7年度

公共施設（公共建築物・インフラ）の総合的かつ
計画的な管理を推進するための計画

２－３
都市基盤

島本町都市計画マスタープラン （再掲）

島本町バリアフリー基本構想 平成20年度～ 鉄道駅を中心とした地区で、駅とまちのバリア
フリー化の推進を図る

島本町橋梁長寿命化修繕計画 平成23年度～
令和 42年度

橋梁の予防的な維持管理を行い、安全・安心な
道路ネットワークを維持し、維持費の縮減を図る

島本町公共施設総合管理計画 （再掲）

２－４
上下水道

島本町地域水道ビジョン 平成24年度～
令和 3年度

水道事業の将来像とそれを実現するための施策・
工程を示す

水道管路更新等計画 平成26年度～
令和 5年度 水道管の計画的な更新を図る

島本町水道事業財政計画 平成30年度～
令和 3年度 水道事業の中期的な収支見通し等を示す

公共下水道事業計画 ー 公共下水道の施設の配置等を定める計画

島本町公共下水道事業財政健全化計画 平成30年度～
令和 3年度

公共下水道事業の中期的な収支見通しと経営健全
化の取組を示す

島本町公共施設総合管理計画 （再掲）

３－１
防災・危機管理

島本町地域防災計画 ー 災害予防・対策・復旧に関し、町や関係機関の
役割を定め、防災活動の推進を図る計画

島本町避難行動要支援者避難支援プラ
ン（全体計画） 平成27年度～ 自力避難困難な要支援者の登録や避難支援について

定める

島本町業務継続計画（ＢＣＰ） 平成30年度～ 業務等を整理し、発災時に優先度の高い業務を
継続し、通常業務の早期復旧を図る

島本町国民保護計画 平成18年度～ 武力攻撃等から住民の生命・身体・財産を保護し、
被害を最小限にとどめるための計画

島本町住宅・建築物耐震改修促進計画 平成29年度～
令和 7年度

公共施設、その他建築物、住宅などの耐震化を
促進するための指針

島本町公共施設耐震化基本計画 平成21年度～ 公共施設に対し、耐震改修の促進を図る

島本町新庁舎建設基本計画 令和元年度～ 新庁舎建設を進めるために必要な基本事項を調査・
検討し、設計や建設のための要件を示す

島本町公共施設総合管理計画 （再掲）

公共下水道事業計画 （再掲）

※令和２年度時点で策定済（開始予定）の計画、計画に準ずる方針等を記載

施策分野 計画等の名称 計画期間 計画の概要

4－１
健康・医療

健康づくり事業・食育の取組における
基本方針 令和元年度～ 食育推進の視点も含めた健康づくり事業における

方針

島本町新型インフルエンザ等対策行動
計画 平成26年度～ 新型インフルエンザや新感染症が発生した場合の

対策を定めた計画

第 3 期島本町国民健康保険特定健康
診査等実施計画

平成30年度～
令和 5年度

効果的、効率的な特定健診・特定保健指導を実施
するための計画

島本町国民健康保険第 2 期データ
ヘルス計画

令和元年度～
令和5年度

レセプトデータ等の分析に基づき、国保加入者へ
の効果的な保健事業の推進を図る

4－２
地域福祉

第 4期島本町地域福祉計画／第 1期
島本町自殺対策計画

令和元年度～
令和 5年度

総合的な地域福祉の推進を図る計画（各福祉分野
と連携しながら自殺予防を推進する計画も包含）

4－３
高齢者福祉

第 7 期島本町保健福祉計画及び介護
保険事業計画

平成30年度～
令和 2年度

高齢者に対する保健福祉施策、介護サービス等を
円滑に実施するための方針を示す

4－4
障害者福祉

第3次島本町障害者計画 平成30年度～
令和 5年度 全体的な障害者福祉施策の方向性を示す

第 5 期島本町障害福祉計画／第 1
期島本町障害児福祉計画

平成30年度～
令和 2年度

障害福祉サービス・障害児支援サービスの目標や
見込量等を定める

4－5
生涯学習・スポーツ

教育・保育重点目標及び関係機関に
対する指示事項 （単年度） 特色ある教育・保育行政を実現するための具体的

方策として毎年度策定

島本町子ども読書活動推進のための方針 令和元年度～ 子どもの読書活動を推進するための方針

5－1
子ども・子育て支援

第二期島本町子ども・子育て支援事業
計画

令和 2年度～
令和 6年度 子ども・子育て支援施策を総合的に推進

島本町保育基盤整備加速化方針 平成30年度～ 保育所の待機児童・過密化の早期解消及び耐震
対応を図るための保育施設整備方針

第 4期島本町ひとり親家庭等自立促進
計画

令和2年度～
令和 6年度 ひとり親家庭や寡婦への支援施策の方向性を定める

教育・保育重点目標及び関係機関に
対する指示事項 （再掲）

第 2期島本町まち・ひと・しごと創生
総合戦略

令和2年度～
令和 6年度

地方創生施策を総合的・計画的に実施するための
計画

5－2
学校教育

教育・保育重点目標及び関係機関に
対する指示事項 （再掲）

6－１
産業・労働

第2期島本町まち・ひと・しごと創生
総合戦略 （再掲）

島本町森林整備計画 （再掲）

6－２
歴史・文化

教育・保育重点目標及び関係機関に
対する指示事項 （再掲）

6－３
観光・魅力発信

第2期島本町まち・ひと・しごと創生
総合戦略 （再掲）

7－1
行財政運営

第六次島本町行財政改革プラン 平成30年度～
令和 4年度 行財政改革を継続的・総合的に推進するための計画

島本町公共施設総合管理計画 （再掲）

島本町人材育成基本方針 平成29年度～ 職員の能力向上・能力開発を推進し、組織経営
感覚を持った職員の養成を推進する

島本町特定事業主行動計画 令和2年度～
令和 7年度 町職員の仕事と家庭の両立、女性活躍の推進を図る
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３ SDGs（持続可能な開発目標）について

３　SDGs（持続可能な開発目標）について
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1ー1　人権・平和・男女共同参画 ● ● ● ● ●
1ー2　参画・協働・情報共有 ● ●
1ー3　交流・多文化共生 ● ● ●
2ー1　環境保全 ● ● ● ● ● ● ● ●
2ー2　都市計画・住環境 ●
2ー3　都市基盤 ● ●
2ー4　上下水道 ● ●
3ー1　防災・危機管理 ● ●
3ー2　消防・救急 ● ●
3ー3　交通安全・防犯・消費者保護 ● ● ●
4ー1　健康・医療 ● ●
4ー2　地域福祉 ● ● ●
4ー3　高齢者福祉 ● ●

●

4ー4　障害者福祉 ● ● ● ●
●

●

4ー5　生涯学習・スポーツ ●
5ー1　子ども・子育て支援 ● ● ● ●

●5ー2　学校教育 ●
6ー1　産業・労働 ● ● ● ● ●
6ー2　歴史・文化 ● ●
6ー3　観光・魅力発信 ● ●
7ー1　行財政運営 ● ●

施策分野

SDGsの 17ゴール

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる。

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養の改善
を実現し、持続可能な農業を促進する。

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を
確保し、福祉を促進する。

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を
確保し、生涯学習の機会を促進する。

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び
女児の能力強化を行う。

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続
可能な管理を確保する。

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能
な近代的なエネルギーへのアクセスを確保する。

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ
生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・
ワーク）を促進する。

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続
可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る。

国内及び各国家間の不平等を是正する。

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続
可能な都市及び人間居住を実現する。

持続可能な消費生産形態を確保する。

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対
策を講じる。

持続可能な開発のために、海洋・海洋資源を
保全し、持続可能な形で利用する。

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能
な森林の経営、砂漠化への対処ならびに土地の劣化の阻止・
回復及び生物多様性の損失を阻止する。

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

持続可能な開発のための実施手段を強化し、
グローバル・パートナーシップを活性化する。



４　歴史年表
資料編

４ 歴史年表
時代 /年代 できごと
2 ～ 1万年前 島本の地に人が住み始める（山崎西遺跡）

6 世紀中頃 古墳が築かれる（越谷古墳群・源吾山古墳群・神内古墳群）

大宝１ （701） 僧行基が西八王子社（現 : 若山神社）を創建したと伝える

和銅４ （711） 嶋上郡に大原駅を置く　

天平勝宝8（756） 「摂津職嶋上郡水無瀬荘図」作られる（この頃、水無瀬荘が東大寺の荘園となる）

延暦11（792） 桓武天皇、以後たびたび水無瀬野に遊ぶ

弘仁２ （811） 嵯峨天皇、水無瀬野に遊び、山崎駅に宿す

長徳２ （996） 内大臣藤原伊周、左遷の途中、関戸院（現：関大明神社の場所）に滞在

治安２ （1022） 藤原道長、高野山からの帰途、関戸院でもてなしを受ける

治承３ （1179） 歌人・待宵小侍従が尼となり、石清水八幡宮や桜井に住む

寿永２ （1183） 平時忠、都落ちの途中、関戸院から男山を拝し、環京を祈る

正治１ （1199） この頃、後鳥羽上皇、水無瀬殿（離宮）建立

建保４ （1216） 洪水のため水無瀬殿流失

建保５ （1217） 新しく水無瀬殿を建立

延応１ （1239） 後鳥羽上皇、隠岐で没す（この後、上皇に仕えていた藤原信成・親成親子が
水無瀬殿跡に御影堂を建立し、上皇をまつる＝水無瀬神宮の前身）

延元１ （1336） 楠木正成が子の正行と桜井で別れ湊川に出陣（「太平記」桜井の別れの伝承）

正平８ （1353） 後村上天皇、水無瀬御影堂に願文を寄せる

長享２ （1488） 連歌師の宗祇・肖柏・宗長、水無瀬御影堂に「水無瀬三吟百韻」を奉納

文亀２ （1502） 連歌師の宗鑑、この頃から山崎宗鑑と署名（町内に屋敷跡の伝承あり）

慶安３ （1650） 高槻藩主・永井直清、桜井に待宵小侍従顕彰碑を建立

元禄１ （1688） 松尾芭蕉、山崎宗鑑の遺跡を訪ねる

元禄８ （1695） 山崎渡し・水無瀬渡し（広瀬渡し）の渡船管理、広瀬村に移る

正徳２ （1712） 水無瀬川で製油のための水車運行はじまる

享保２ （1717） この頃、水無瀬川付け替え（以後、高浜渡し盛んになる）

天明２ （1782） 桜井で陶器製造始まる（桜井焼・楠公焼などと呼ばれ、大正時代まで続く）

天保２ （1831） 東大寺村の住民が「おかげ踊り図絵馬」を西八王子社（現：若山神社）に奉納

明治４ （1871） 一部を除く各村、大阪府の管轄に入る

明治６ （1873） 山崎村と東大寺村の一部、京都府から大阪府に編入

明治７ （1874） 小学校できる（現：第一小学校の前身、当初は広瀬の阿弥陀院内に開設）

官設鉄道の大阪～向日町間が開通、「山崎」駅開設（現：JR山崎駅）明治９ （1876）
「島本村」が誕生（大沢・尺代・山崎・東大寺・広瀬・桜井・高浜の７村が合併、明治22（1889）
当時の人口約2,600 人）

大正４ （1915） 平坦部に電灯がつく

大正10（1921） 山崎郵便局で電話交換はじまる

大正12（1923） 山崎で日本初のモルトウイスキー蒸溜所建設に着手（現：サントリー山崎蒸溜所、翌年操業開始）

大正15（1926） 大日本紡績山崎絹糸工場できる（現：大阪染工）

時代 /年代 できごと
昭和３ （1928） 新京阪電鉄高槻～西院間が開通、「大山崎」駅開設（現：阪急大山崎駅）

昭和７ （1932） 国道171号線できる

昭和10（1935） 新京阪電鉄「上牧桜井ノ駅」駅開設（現：阪急上牧駅）

昭和13（1938） 島本郵便局できる（山崎→のち東大寺に移転、現：島本東大寺郵便局）

昭和14（1939） 新京阪電鉄「桜井ノ駅」駅開設（現：阪急水無瀬駅）、楠公道路できる

昭和15（1940）「島本町」が誕生（町制を施行、当時の人口約6,000 人）
昭和16（1941） 史跡桜井駅跡に記念館できる（麗天館、現：歴史文化資料館）

昭和20（1945） 大阪水上隣保館が戦災のため大阪市内から移転（現：遙学園などの前身）

昭和21（1946） 山崎保育園できる

昭和22（1947） 町立中学校できる（現：第一中学校、当初は小学校内に開設）

昭和27（1952） 町教育委員会が発足、町営住宅の建設はじまる

昭和28（1953） 町立保育所できる（旧：第一保育所、東大寺に開設）

昭和32（1957） 町営プールできる

昭和34（1959） 上水道の一部給水開始

昭和35（1960） 町制施行20周年、島本町社会福祉協議会が発足

昭和36（1961） 人口１万人を超える

昭和37（1962） 山崎の渡し廃止、島本町商工会が発足

昭和38（1963） 小学校で完全給食、第二保育所できる（江川）、名神高速道路開通、阪急京都線高架化

昭和39（1964） 第二小学校できる、第１回町文化祭を開催、東海道新幹線営業開始

昭和40（1965） 島本水無瀬郵便局できる

昭和42（1967） 第１回町体育祭を開催（現：町民スポーツ祭）、豪雨被害で災害救助法適用

昭和43（1968） 町章を制定

昭和44（1969） 山崎幼稚園できる

昭和45（1970） 町制施行30周年、町消防本部を設置（広瀬）、市街化区域・市街化調整区域を指定

昭和46（1971） 町立幼稚園できる（現：第一幼稚園、当初は桜井に開設）、
キリスト教保育専門学院できる（現：大阪保育福祉専門学校）

昭和47（1972） 町福祉事務所を設置、清掃工場・大薮浄水場できる、町の木・町の花を制定

昭和48（1973） 住民センター・ホールが開館（広瀬から役場移転）、第三小学校できる
第三保育所できる（青葉）、人口２万人を超える

昭和49（1974） 府立島本高校できる、大沢キャンプ場できる

昭和50（1975） 島本町史を発行、第二幼稚園できる（東大寺）、都市計画道路水無瀬鶴ヶ池線が開通

昭和51（1976） 淀川河川公園島本地区できる、第四保育所できる（桜井）

昭和52（1977） 第二中学校できる

昭和53（1978）
消防本部が移転（広瀬→若山台）、島本高校ラグビー部が全国大会初出場（その後も３回出場）
解放会館できる（現：人権文化センター）、図書館できる（広瀬）

昭和54（1979） 障害者授産施設できる（やまぶき園の前身、当初は江川に開設）

昭和55（1980） 町制施行40周年、第二保育所が移転（江川→広瀬）

昭和56（1981） 町立体育館できる、第四小学校できる

昭和57（1982） 第一次総合計画を策定、町民憲章を制定

昭和59（1984） 情報公開制度を開始

昭和60（1985）「離宮の水」が名水百選に選ばれる、人権擁護に関する基本条例を制定
個人情報保護制度を開始

昭和62（1987） 人口３万人に到達、「核兵器廃絶・平和都市」宣言

昭和63（1988） 山崎ポンプ場できる、町道尺代・若山台幹線開通、町内初の百歳高齢者
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時代 /年代 できごと

平成１ （1989） 水無瀬駅前ロータリーが完成、防災行政無線を整備

平成２ （1990） 町制施行50周年、第三保育所が閉園、公共下水道の一部供用開始

平成３ （1991） 清掃工場建替え、特別養護老人ホームできる（弥栄の郷）

平成４ （1992） 町立やまぶき園が移転（青葉の旧第三保育所施設に）、シルバー人材センター開設

平成５ （1993） 第二次総合計画を策定、役場などで完全週休五日制、乳幼児医療費助成を開始

平成６ （1994） 全町でごみ分別収集を開始、第一幼稚園が移転（桜井→青葉）

平成７ （1995） 阪神・淡路大震災（町内でも負傷・建物破損等の被害）、老人保健施設できる（若山荘）

平成８ （1996） 水道部庁舎できる、ふれあいセンターが開館（図書館もセンター内に移転）

平成９ （1997） なみはや国体に伴い町内でレディース・バレーボール大会を開催、教育センター開設

平成10（1998） 府営水道（高度浄水処理水）を一部導入

平成12（2000） 町制施行 60周年、介護保険制度開始

平成13（2001） 町ホームページを開設、山崎保育園が移転、第一保育所が閉園

平成14（2002） 小中学校で完全週休五日制

平成15（2003） 第三次総合計画を策定、水無瀬川緑地公園・町営緑地公園住宅できる
人口が３万人を割り込む

平成18（2006） 英語教育特区に認定、地域包括支援センターを設置、「いきいき百歳体操」開始

平成20（2008） JR「島本」駅開業、歴史文化資料館を開設、文化財保護条例を制定

平成22（2010） 町制施行70周年、まちづくり基本条例を制定

平成23（2011） 人口が再び３万人を超える、第四次総合計画を策定
水無瀬駅バリアフリー化工事完成

平成24（2012） 町税・水道料金等のコンビニ納付開始、豪雨により町内で浸水被害

平成25（2013） 小学校普通教室にエアコン設置、住民ホールを廃止

平成26（2014） 尺代５号線を整備、町立プールを廃止

平成27（2015） パスポート発給事務を高槻市に委託、民間保育園できる（高浜学園）
町フェイスブックを開始、広報誌をリニューアル（A4・一部カラー化）

平成28（2016） ごみ袋の透明・半透明化を実施、通学路に防犯カメラ設置
小規模保育事業所できる（RICホープ島本保育園）

平成29（2017） 中学校で完全給食、フランクフォート市と姉妹都市提携
し尿処理事務を高槻市に委託、北摂地区で図書館共同利用を開始
地域密着型特別養護老人ホームできる（島本の郷）
小規模保育事業所できる（ぬくもりのおうち保育島本園）
町のマスコットキャラクター「みづまろくん」が誕生

平成30（2018） 大阪府北部地震・西日本豪雨・台風 21号で町内に被害
保育基盤整備加速化方針を策定

令和１ （2019）（平成 31）
高槻市と観光連携協定、生産緑地地区を指定、やまぶき園・第二幼稚園が閉園
町立キャンプ場を廃止、障害者地域生活支援拠点施設できる（地域福祉支援センター島本）
小規模保育事業所２か所できる（ぬくもりのおうち保育若山台園、るりの詩保育園）
民間保育園できる（RIC ホープ水無瀬保育園）

令和2 （2020） 町制施行80周年、第五次総合計画を策定、大阪青凌中学・高校が移転開校
※令和2年3月末時点

５ 文化財一覧
指定 分野 種別 名称 指定年

国

国 宝
書 跡 等 後鳥羽天皇宸翰御手印置文 大 正 2

絵 画 紙本著色後鳥羽天皇像（伝藤原信実筆） 昭和 24

重要文化財

建 築 物
水無瀬神宮客殿 大正 15

水無瀬神宮茶室 大正 15

書 跡 等

後鳥羽院御置文案文 明治 30

後鳥羽院宸翰御消息 大 正 9

紙本墨書後村上天皇宸翰御願文 昭和 10

史 跡 史 跡 桜井駅跡（楠正成伝説地） 大正 10

重要美術品 書 跡 等

後鳥羽天皇御四百回忌御法楽御短冊
（後水尾天皇宸翰以下20葉）

昭和 17後水尾天皇宸翰御懐紙（後鳥羽天皇御製「見わたせば」）

御歴代宸翰御法楽御短冊（後西天皇宸翰以下25葉）

国 登 録
有形文化財 建 築 物

島本町立歴史文化資料館 (旧麗天館 ) 平成 27

水無瀬神宮本殿

平成 28

水無瀬神宮拝殿及び幣殿

水無瀬神宮手水舎

水無瀬神宮神庫

水無瀬神宮神門及び築地塀

若山神社本殿 平成 30

府
阪
大

府 指 定
有形文化財

建 築 物 関大明神社本殿 附 : 棟札（12枚） 昭和 22

有形民俗文化財 若山神社「東大寺村おかげ踊図絵馬」 平成 16

府 指 定
天然記念物 植 物

大沢のすぎ 昭和 52

尺代のやまもも 昭和 53

若山神社のツブラジイ林 平成 14

町
本
島 町 指 定

文 化 財

歴 史 資 料 水無瀬駒　関連資料 平成 21

彫 刻

神像（伝 聖徳太子七歳像） 平成 22

宝城庵　薬師如来立像 平成 23

勝幡寺　薬師如来立像 平成 24

有形民俗文化財 勝幡寺　元三大師みくじ関係資料　一式 平成 26

考 古 資 料 須恵器　大甕 平成 27

有形民俗文化財 若山神社　絵馬 平成 30
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６ 関係条例など

６　関係条例など
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６　関係条例など

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第２項の規定に基づき、総合計画基本構想（島本町まちづくり基本
条例（平成２２年島本町条例第１７号）第１８条第１項の総合的な計画のうち、本町の将来像及び政策の大綱を示す
ものをいう。）の策定、変更及び廃止については、議会の議決すべき事件とする。
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７ 策定経過

７　策定経過

３月31日

実施時期 会議等 主な内容

8月 10日～ 31日 住民アンケート調査 住民3000人対象
8 月 27日～ 31日 中学生アンケート調査 町立中学校の２年生対象
11 月 11日・17日 将来のまちの姿を考えるワークショップ 関係団体・公募住民による将来像等の意見交換

11 月 14日 第１回総合計画審議会 町長からの諮問、計画概要・策定スケジュール
１月 23日 第２回総合計画審議会 ワークショップ・アンケート報告、序論案の審議
３月 22日 第３回総合計画審議会 人口推計、序論・基本構想案の審議

4 月 19日 第4回総合計画審議会 序論・基本構想案の審議
5 月 28日 第5回総合計画審議会 序論・基本構想案の審議

6 月 6日～ 7月 7日 基本構想パブリックコメント 20人から 55件の意見
8 月 9日 第6回総合計画審議会 序論・基本構想案のまとめ審議
8 月 30日 基本構想の答申 総合計画審議会から町長に答申
9 月 30日 町議会９月定例会議 基本構想の可決
10 月 21日 総合計画審議会第１回第１部会 基本計画案（1・4・5章）の審議
10 月 23日 総合計画審議会第１回第2部会 基本計画案（2・3・6章）の審議
10 月 30日 総合計画審議会第２回第2部会 基本計画案（2・3・6章）の審議
11 月 11日 総合計画審議会第２回第1部会 基本計画案（1・4・5章）の審議
11 月 18日 総合計画審議会第３回第1部会 基本計画案（1・4・5章）の審議
11 月 28日 総合計画審議会第３回第2部会 基本計画案（2・3・6章）の審議
12 月 18日 第7回総合計画審議会 基本計画案（7章及び全体）の審議

1 月 9日～ 2月７日 基本計画パブリックコメント 21人から102件の意見
３月 13日 第8回総合計画審議会 基本計画案のまとめ審議
３月26日 基本計画の答申 総合計画審議会から町長に答申

第五次総合計画を策定

委員氏名 所属・職名等 備考（所属部会等）
天沼　由紀子 島本町社会教育委員会議・議長 第１部会
粟辻　卓 島本町文化推進委員会・会長 第２部会
大西　義雄 島本町農業委員会・会長 第２部会
岸　　大輔 一般社団法人高槻市医師会 第１部会
北岡　景樹 島本町自主防災会連絡協議会・会長 第２部会
厚東　隆 公募委員 第２部会
後藤　充弘 島本町 PTA連絡協議会 第１部会
小林　麻美子 公募委員 第２部会
小山　登 島本町商工会・会長 第２部会
坂本　富士夫 青葉会 第２部会
末岡　友行 公募委員 第１部会
中瀬　勲 兵庫県立人と自然の博物館・館長 第２部会副部会長
中村　民子 島本町民生委員児童委員協議会・会長
野間　哲夫 島本町人権まちづくり協会・会長 第１部会
八田　昭雄 島本町自治会長連絡協議会・会長 第１部会
峯森　好美 社会福祉法人島本町社会福祉協議会・会長 第１部会
三村　寛一 大阪成蹊大学大学院教育学研究科科長・教授 審議会会長、第１部会副部会長
山内　康弘 大阪商業大学経済学部・教授 審議会副会長、第１部会部会長
山本　哲三 島本町林業推進協議会・会長 第２部会
吉田　長裕 大阪市立大学大学院工学研究科・准教授 第２部会部会長

清水　照光 社会福祉法人島本町社会福祉協議会・会長
寺田　つま子 島本町自主防災会連絡協議会・会長
中村　民子 島本町文化推進委員会・会長
谷田部　才生 青葉会
横井　正子 島本町民生委員児童委員協議会・会長 第１部会

途中で退任された委員

島政政第６７０号
平成３０年１１月１４日

島本町長　山田　紘平
島本町総合計画審議会会長　様

第五次島本町総合計画について（諮問）
　第五次島本町総合計画基本構想及び基本計画について、島本町総合計画審議会条例第２条の規定に基づき、貴審議
会の意見を求めます。

令和元年８月３０日

島本町総合計画審議会
会長　三村　寛一

島本町長
山田　紘平　様

第五次島本町総合計画・基本構想について（答申）
　平成３０年１１月１４日付け島政政第６７０号で諮問のあった第五次島本町総合計画のうち基本構想（案）について、
慎重に審議を重ねた結果、概ねその内容を妥当なものと認め、下記のとおり意見を付すとともに、基本構想（修正案）
及び審議会要点録を添えて答申します。

記
（付帯意見）
●本計画の推進にあたっては、本審議会の意見を尊重するとともに、計画策定にあたり実施されたアンケート調査、
ワークショップ、パブリックコメントで示された住民意向や、財政状況、社会経済情勢の動向等を十分踏まえ、ま
ちの将来像である「自然と調和した個性と活力のある人間尊重のまち」の実現に向け着実に取り組まれたい。

●本計画は、社会経済情勢や行政需要などに大きな変化があった場合は、必要に応じて見直すこととなっているが、
基本計画については、概ね５年で見直すことを検討されたい。

令和2年 3月 26日

島本町総合計画審議会
会長　三村　寛一

島本町長
山田　紘平　様

第五次島本町総合計画・基本計画について（答申）
　平成３０年１１月１４日付け島政政第６７０号で諮問のあった第五次島本町総合計画のうち基本計画（案）について、
慎重に審議を重ねた結果、概ねその内容を妥当なものと認め、基本計画（修正案）を添えて答申します。

　なお、本計画の推進にあたっては、本審議会の意見を尊重するとともに、計画策定にあたり実施されたアンケート
調査、ワークショップ、パブリックコメントで示された住民意向や、財政状況、社会経済情勢の動向等を十分踏まえ、
まちの将来像である「自然と調和した個性と活力のある人間尊重のまち」の実現に向け着実に取り組まれるよう要望
します。
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８ 用語解説

８　用語解説

い
高齢者の筋力維持向上をめざし、手首や足首に
おもりをつけて、ゆっくり行う体操

う
雨水を排除するための主要な管渠のこと

か
要支援認定者または基本チェックリストにより
日常生活上の支援が必要と認められる人を対象
にしたサービス類型で、訪問型サービス、
通所型サービスなどがある

水洗式便所と連結して、し尿と生活排水など
を処理し、終末処理下水道以外に放流するため
の設備

高齢者の食べる力や飲み込む力をつけることを
めざし、口や舌を動かして行う体操

く
遠隔地のサーバーにアクセスし、データやソフト
ウェアを、ネットワーク経由で利用者に提供
するもの

障害者などが、支援を受けながら共同生活を
行う住居のこと

こ
水道事業などの地方公営企業で用いられる
会計方式。民間企業と同様に、複式簿記を
用い、発生主義に基づく会計処理を行う。

人口の将来推計や社会保障費に関する統計の
作成、調査研究などを行う厚生労働省所属の
国立研究機関

妊娠期から子育て期にわたり、妊娠・出産・
子育てに関する相談に応じ、保健・医療・福祉・
教育などの関係機関による切れ目のない支援
を行うための総合相談窓口のこと

子どもの居場所づくりや、子どもを見守る
環境を整備することを目的に、子どもなどに
対して食事の提供などを行う事業

け
景観法に基づき、景観行政を担う行政機関のこと

健康上の問題で日常生活が制限されること
なく生活できる期間のこと

こ
地域に基盤を置いた、住民に身近な福祉の
総合相談員。年齢や障害の有無に関わらず、
社会的な課題を抱えるすべての地域住民を
対象とし、地域住民や関係機関と連携・協力
しながら支援を行う。

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭に、
看護師・保健師・助産師が訪問し、育児への
助言や子育て支援に関する情報提供などを
行う事業

さ
太陽光、風力、バイオマスなど自然の営みから
半永久的に得られ、継続して利用できるエネル
ギーのこと

し
町では、保育所（園）において、発達上の
理由などから支援を必要とする児童に対し、
別途保育士を配置してサポートを行っている。
（幼稚園においても、キッズサポートとして
同様の取組を実施）

都市計画法に基づく都市計画区域のうち、市
街地として積極的に開発・整備する区域のこと

都市計画区域内で、市街化を抑制すべき区域
のこと

情報システムを外部のデータセンターで管理・
運用し、複数の自治体で共同利用する取組

地方公共団体が住民の福祉を増進する目的で
設置した公の施設の管理運営を、地方公共団体
が指定した民間事業者を含む法人・団体が
行う制度のこと

突然心停止状態に陥った時、心臓に電気ショック
を与えて、正常な状態に戻す医療機器

就学前の障害のある児童に対し、日常生活に
おける基本的な動作の指導、知識技能の付与、
集団生活への適応訓練などの支援を提供する
サービス

す
小学校へ入学した児童が、幼稚園・保育所な
どの遊びや生活を通した学びと育ちを基礎と
して、主体的に自己を発揮し、新しい学校
生活を創り出していくためのカリキュラム

つ
地域住民や関係機関が連携し、通学路の安全
確保に向けた取組を行うための基本方針

せ
市街化区域内にある農地の生産活動により
生み出される緑地機能に着目して、公害や災害
などの防止、農林業と調和した都市環境の保全
に役立つ農地などを計画的に保全し、良好な
都市環境の形成を図る都市計画の制度

性的少数者。同性を好きになる女性（レズビ
アン）、同性を好きになる男性（ゲイ）、異性
を好きになることもあれば同性を好きになるこ
ともある人（バイセクシュアル）、からだの性
とは異なる性を自認する人（トランスジェン
ダー）（＝それぞれの頭文字をとって「LGBT」
とも呼ばれる）のほか、恋愛等の対象や自分
の性別認識がはっきりしない・揺れ動く人な
ど、さまざまな人々が含まれる。

知的障害、精神障害、認知症などにより判断
能力が十分でない人の権利や財産などを守る
ため、本人・親族などの申立てにより、財産
管理や契約等の法律行為を代理、補助する
後見人等（成年後見人・保佐人・補助人）を
家庭裁判所が選任する制度のこと

せ
生態系、種、遺伝子の三つの多様性から構成
され、さまざまな生物の豊かさやバランスが
保たれている状態

た
地域の課題や町政について、住民の方々と町
が直接意見交換を行う対話集会

男女が社会の対等な構成員として、自らの意思
によって社会のあらゆる分野における活動に
参加する機会が確保され、男女が均等に政治
的、経済的、社会的、文化的利益を享受する
ことができ、かつ共に責任を担う社会

ち
高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続けることができるよう、
住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体
的に提供される体制のこと

高齢者が住み慣れた地域で生活を続けられる
よう、介護保険やその他の保健福祉サービス
を適切に利用するため、社会福祉士・保健師・
主任ケアマネジャーなどの専門スタッフが、総合
的な相談や権利擁護、介護予防のケアプランの
作成などのさまざまな支援を行う機関

認知症高齢者や中重度の要介護高齢者等が
できる限り住み慣れた地域での生活が継続
できるように、平成１８年４月の介護保険制度
改正により創設されたサービス類型

降水、河川水など地表の水が地下浸透して
帯水層に水が供給されること

社会福祉協議会の内部組織で、基本的に小学
校区ごとに組織されている地区福祉委員会の委
員のこと。地域の支えあいのための活動を展開
する中心的役割を担っている。

し すべての住民に個人ごとの番号（マイナンバー）
を付番し、複数の機関での情報連携を実現す
ることで、行政を効率化し、住民の利便性を高
め、公平かつ公正な社会を実現するための社会
基盤となる制度

障害者の重度化・高齢化や、「親亡き後」を
見据え、相談や緊急時の受け入れなど、障害
者やその家族の地域生活をサポートする中心
的な施設

原則０～２歳の乳児・幼児を対象とし、
利用定員が６人以上19人以下で保育を行う
事業所

さまざまな経験を通じて、食に関する知識と、
バランスの良い食を選択する力を身につけ、
健全な食生活を実践できる力を育むこと

まだ食べられるのに廃棄されてしまう食品のこと



資料編
８　用語解説

て
地球温暖化の原因とされる二酸化炭素の排出
量を低く抑えること。近年は、二酸化炭素の
排出ゼロをめざす脱炭素が提唱されている。

と
振り込め詐欺と、それに類似する手口の詐欺
の総称で、詐欺を行う相手と面識がない
不特定多数の人に対し、電話やメールなどを
用いて、銀行口座に振り込ませたり、現金
等をだまし取ったりする行為

平成 20 年度から、医療保険者が 40 ～ 74
歳の加入者（被保険者・被扶養者）を対象
として行っている内臓脂肪型肥満に着目した
健康診査のこと

自然的・社会的条件、人口、土地利用、交通
量などの現況及び推移を勘案して、一体の
都市として総合的に整備・開発又は保全する
必要がある区域のこと

市街地及びその周辺の地域において行われる
農業

道路、公園などの公共施設を整備・改善し、
土地の区画を整え、宅地の利用の増進を
図る事業

は
地震や水害などの災害の発生時に、住民が
迅速かつ的確に避難できるよう、避難場所
や避難経路などの各種情報を分かりやすく表示
した地図のこと

働く人々が、個々の事情に応じた、多様で
柔軟な働き方を自分で選択できるようにする
ための改革。国が自治体や企業などと連携
しながら推進し、労働時間、賃金、雇用形態
などに関する各種制度の改正などを進めて
いる。

町が基本的な施策などに関する計画や条例
などを策定するときに、案を事前に公表して
意見を募集し、提出された意見を考慮して
意思決定を行い、提出された意見とそれに
対する町の考え方を公表する制度

は
相手に対して行われる「嫌がらせ」のこと

障害者や高齢者が生活をおくる上でバリア
（障壁）となるものを除去するという意味で、
もともと住宅建築用語で登場し、段差など
の物理的障壁の除去をいうことが多いが、
より広く障害者などの社会参加を困難にし
ている社会的、制度的、心理的なすべての
バリア（障壁）の除去という意味でも用い
られる

ひ
人工物の増加、地表面のアスファルトなどに
よる被覆の増加、それに伴う緑地や水面の
減少、さらに冷暖房などの人工排熱の増加
により、都市部の気温が郊外に比べて高く
なること

児童が病中または病気の回復期にあって
集団保育が困難な期間、保育所や医療機関
などに付設された専用スペースで、保育及び
看護ケアを行う事業

ふ
休耕地などを住民に貸し出し、園芸を楽しんで
もらう制度。町では、地権者と利用者との
仲介を行っている。

へ
個人や集団の人種、国籍、思想、性別、障害、
職業、外見などを誹謗・中傷、差別するなどし、
さらには他人をそのように煽動する言論や表現

ほ
木材の生産という経済的機能よりも、災害の
防止、産業の保護その他の公共の福祉の増進
を目的として、森林法により一定の制限、
義務が課せられた森林。保安林では、立木の
伐採など一定の行為を行う際には、府知事の
許可が必要となる。

防災関係機関への連絡や、住民への防災情報
の伝達のほか、平常時には一般行政事務に
使用できる、地方自治体が整備する無線通信
システム

母子父子寡婦福祉法に基づき、町長が委嘱
する相談員。ひとり親家庭や寡婦からのさま
ざまな相談に応じ、助言や情報提供、就労
支援などを行う。

に
就学前児童に対する教育と保育を一体的に
行う施設

み
厚生労働大臣から委嘱され、それぞれの地域
において常に住民の立場に立って相談に応じ、
必要な援助を行い、社会福祉や児童福祉の
増進に努める方々のこと

ゆ
あらかじめ、障害の有無、年齢、性別などに
かかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市
や生活環境をデザインする考え方

ら
幼年期・児童期・青年期・壮年期・高齢期など、
人の生涯における各段階のこと

り
水無瀬神宮境内にあり、昭和 60 年に大阪
府内で唯一、環境庁（現・環境省）認定の「全
国名水百選」に選定された。名水を活用した
まちづくりとして、町や商工業者などが連携
し、離宮の水を使った商品を認証する事業（離
宮の水ブランディング事業）を実施している。

市町村が都市全体の観点から作成する、居住
機能や福祉・医療・商業などの都市機能の
立地、公共交通の充実などに関する包括的
なマスタープラン

妊娠中の方とその家族を対象に、出産や育児
について学ぶ講座（町ではパパママクラスと
して開催）

わ
さまざまな立場の人が意見を出し合い、互い
の考えを尊重しながら、意見などをまとめ
上げていく手法

「仕事と生活の調和」と訳され、それが実現し
た社会は、一人ひとりがやりがいや充実感を
感じながら働き、仕事上の責任を果たすととも
に、家庭や地域生活等においても、子育て期、
中高年期といった人生の各段階に応じて
多様な生き方が選択・実現できる社会と定義
される

英
数 Artificial Intelligence（人工知能）の略。

人間の思考プロセスと同じような形で動作する
プログラム。

Internet of Things （モノのインターネット）
の略。あらゆる物がインターネットを通じて
つながることで実現するサービス、ビジネス
モデル、それを可能とする技術の総称。

Non Profit Organization（民間非営利組織）
の略。さまざまな社会貢献活動を行い、団体
の構成員に対し、収益を分配することを目的
としない団体の総称。このうち、特定非営利
活動促進法に基づき法人格を取得した法人を
「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」という。

生産・品質等の管理を円滑に進めるための
業務管理手法の一つ。①計画（Plan）を立て、
②計画に基づいて業務を実行（Do）し、③
実行した業務を評価（Check）し、④評価に
基づいて見直す（Act）というサイクルを繰り
返すことで、継続的な業務の改善をめざす。

Robotics Process Automation（自動化技術）
の略。これまで人間が行ってきた定型的な
パソコン操作をソフトウェアのロボットにより
自動化するもの。

Social Networking Service の略。個人間の
コミュニケーションにより社会的なネットワーク
を構築するインターネットを利用したサービス。

リフューズ（Refuse・廃棄物等の発生回避）、
リデュース（Reduce・廃棄物等の発生抑制）、
リユース（Reuse・再 利 用）、リサイクル
（Recycle・再資源化）の４つの頭文字をとっ
たもの
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